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第１ 【企業の概況】 
１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 連結経営指標等の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第75期及び第76期については、
潜在株式がないため、第75期中間期から第77期中間期については潜在株式がなく、中間純損失が計上されて
いるため、記載しておりません。また、提出会社の経営指標等の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利
益については、第75期及び第76期については潜在株式がないため、第75期中間期から第77期中間期について
は潜在株式がなく、中間純損失が計上されているため、記載しておりません。 

３ 第76期の１株当たり年間配当額には、創立80周年記念配当３円を含んでおります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第75期中 第76期中 第77期中 第75期 第76期

会計期間
自平成15年４月１日

至平成15年９月30日

自平成16年４月１日 

至平成16年９月30日

自平成17年４月１日 

至平成17年９月30日

自平成15年４月１日 

至平成16年３月31日

自平成16年４月１日 

至平成17年３月31日

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 28,074 29,532 27,413 84,344 85,233

経常利益(△損失) (百万円) △452 △568 △827 1,753 1,411

中間(当期)純利益 
(△純損失)

(百万円) △524 △401 △333 558 631

純資産額 (百万円) 16,225 16,770 17,463 17,722 18,144

総資産額 (百万円) 59,700 59,391 55,291 66,963 62,586

１株当たり純資産額 (円) 473.33 498.04 529.79 524.94 550.32

１株当たり中間(当期) 
純利益(△純損失)

(円) △15.29 △11.91 △10.12 15.07 18.80

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 27.1 28.2 31.5 26.4 28.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,898 △6,811 △548 7,490 △6,443

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 273 447 27 225 320

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △593 △488 △480 △1,004 △955

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 8,876 6,156 4,934 13,009 5,932

従業員数 
［外、平均臨時雇用者
数］

(人)
929
[105]

924
[100]

897
[102]

919
[106]

913
[101]

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 27,863 29,412 26,609 83,576 84,007

経常利益(△損失) (百万円) △471 △548 △920 1,686 1,331

中間(当期)純利益 
(△純損失)

(百万円) △94 △380 △398 944 572

資本金 (百万円) 3,857 3,857 3,857 3,857 3,857

発行済株式総数 (千株) 34,402 34,000 34,000 34,000 34,000

純資産額 (百万円) 16,140 16,665 17,210 17,592 17,958

総資産額 (百万円) 59,419 58,812 53,972 66,601 61,296

１株当たり純資産額 (円) 470.83 494.90 522.13 521.18 544.73

１株当たり中間(当期) 
純利益(△純損失)

(円) △2.75 △11.29 △12.09 26.45 17.13

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益
(円) ― ― ― ― ―

１株当たり 
中間(年間)配当額

(円) ― ― ― 10 13

自己資本比率 (％) 27.1 28.3 31.8 26.4 29.2

従業員数 
［外、平均臨時雇用者
数］

(人)
908
[105]

897
[100]

875
[102]

901
[106]

890
[101]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありませんが、当中間連結会計期間に事業の種類別セグメント情報のセグメント区分の変更が行わ

れ、従来の「設備工事事業」の他、「機器製造販売事業」が独立セグメントとして区分して開示されてお

ります。事業の種類別セグメント情報の詳細な内容については、「第5 経理の状況 注記事項(セグメン

ト情報)」に記載されているとおりであります。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成17年９月30日現在) 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してい

ます。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成17年９月30日現在) 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載していま

す。 

  

(3) 労働組合の状況 

当グループには労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しています。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

設備工事事業
836
〔 79〕

機器製造販売事業
60

〔 23〕

その他の事業
1

〔 ―〕

合計
897
〔102〕

従業員数(人)
875
〔102〕



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済を顧みますと、個人消費や設備投資などの民間最終需要の
堅調な拡大、民間在庫調整の進展、輸出の持ち直しなどを背景に、足元の景気は踊り場から脱し、内
需主導の循環的な回復軌道に入る動きが見え始めたようです。 
 建設業界におきましては、景気回復や企業業績の改善を受けて、大規模製造業を中心とした工場
や、再開発プロジェクトを中心としたオフィスビルなどの民間非住宅部門は引き続き堅調に推移する
ものの、公共投資は９年連続の縮小が予想される厳しい経営環境が続いております。 
 こうした経営環境下で、当グループ各社は、受注の確保と収益の向上に総力をあげて取り組んでま
いりました。その結果、当中間連結会計期間の業績は以下のとおりとなりました。 

受注高     36,547百万円(前年同期比 11.5％減) 

事業別の内訳は、設備工事受注が325億１千７百万円、機器製品受注が40億２千９百万円です。 

売上高     27,413百万円(前年同期比  7.1％減) 

事業別の内訳は、完成工事高が229億９千８百万円、製品売上高が44億１千５百万円です。 

営業損失       913百万円(前年同期比    ― ) 

売上高の減少と工事採算の低下により、売上総利益は前年同期比10.9％減少の16億４千８百万
円となりました。販売費及び一般管理費はほぼ前年同期並ですが、売上総利益の減少の影響に
より、営業損失は前年同期を２億４千５百万円上回りました。 
事業別の内訳は、設備工事事業の営業損失が17億７百万円、機器製造販売事業の営業利益が７
億９千４百万円です。 

経常損失      827百万円(前年同期比    ― ) 

営業外収支は８千５百万円のプラスですが、営業損失の増加の影響により、経常損失は前年同
期を２億５千９百万円上回りました。 

中間純損失     333百万円(前年同期比    ― ) 

投資有価証券売却益３億７千５百万円、固定資産処分益１億１千２百万円、その他を合わせて
４億８千８百万円の特別利益を計上した一方、前年同期に特別損失に計上した役員退職金、減
損損失などが無くなったことにより、差し引き４億１千６百万円が利益に加算され、税金等を
控除し３億３千３百万円の中間純損失となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末より９億９
千７百万円減少し、当中間連結会計期間末には49億３千４百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の減少は５億４千８百万円(前年同期比62億６
千３百万円の増加)となりました。当中間連結会計期間は売上債権の回収や未成工事受入金が前年
同期を大幅に上回り、未成工事支出金、仕入債務の支払い及びその他の流動資産・負債の増減によ
る支出を２億４千１百万円上回りました。資金の減少は主として税金等調整前中間純損失の計上と
法人税等の支払いによるものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の増加は２千７百万円(前年同期比４億２千万
円の減少)となりました。これは有形固定資産・無形固定資産、投資有価証券及びその他投資等の
取得による支出が８億円ありましたが、一方、これらの取得に見合った資産の売却収入があり、定
期預金の払い出しが資金の増加になったものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は４億８千万円(前年同期比８百万円の
増加)となりました。これは借入金の返済５千万円、配当金の支払い４億２千８百万円及び自己株
式の取得１百万円によるものです。 
  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当中間連結会計期間にセグメント区分の変更が行われ、従来の「設備工事事業」の他、「機器製造販売
事業」が独立セグメントとして区分して開示されたことに伴い、当中間連結会計期間より当該セグメント
に基づいて生産、受注及び販売の状況を開示しております。 

(1) 生産実績 

 
(注) １ 金額は、売上原価により算出しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
３ 当グループでは設備工事事業における生産実績を定義することは困難であるため、「生産実績」は記載して
おりません。 

  
(2) 受注状況 

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

(3) 販売実績 

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりであります。 

① 受注高、売上高、繰越高及び施工高 

 
(注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に変更のあるものについては、当期受注高に

その増減額を含みます。したがって、当期売上高にもかかる増減額が含まれます。 
２ 期末繰越高の施工高は支出金により手持高の施工高を推定したものです。 
３ 期中施工高は(当期売上高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致します。 
４ 前中間会計期間及び前事業年度の受注高、売上高、繰越高及び施工高を、当中間会計期間と同一の事業区分
によった場合、前中間会計期間は空調工事の前期繰越高1,566百万円、当期受注高4,354百万円、当期売上高
4,279百万円、手持高1,641百万円が、前事業年度の空調工事の前期繰越高1,566百万円、当期受注高9,531百
万円、当期売上高9,082百万円、手持高2,015百万円、機器製造販売事業の金額がそれぞれ含まれておりま
す。 

区分
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前年同期比（％）

設備工事事業（百万円） ― ―

機器製造販売事業（百万円） 2,903 84.7

合計（百万円） 2,903 84.7

区分

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

設備工事事業（百万円） 32,517 88.0 63,868 90.1

機器製造販売事業（百万円） 4,029 92.6 1,629 99.2

合計（百万円） 36,547 88.5 65,498 90.3

区分
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前年同期比（％）

設備工事事業（百万円） 22,998 91.1

機器製造販売事業（百万円） 4,415 103.2

合計（百万円） 27,413 92.9

期別 区分 前期繰越高

(百万円)

当期受注高

(百万円)

計

(百万円)

当期売上高

(百万円)

期末繰越高
期中

施工高 

(百万円)

手持高 

(百万円)

うち施工高 

(％、百万円)

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日)

設備工事事業

空調工事 45,240 31,280 76,520 24,136 52,384 20.9 10,985 26,887

衛生工事 15,274 8,722 23,997 5,276 18,720 25.2 4,725 7,344

計 60,514 40,003 100,518 29,412 71,105 22.1 15,710 34,230

機器製造販売事業 ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 60,514 40,003 100,518 29,412 71,105 ― ― ―

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日)

設備工事事業

空調工事 38,873 23,925 62,798 15,878 46,920 19.5 9,171 18,175

衛生工事 14,001 8,234 22,236 6,314 15,921 17.4 2,773 6,021

計 52,875 32,159 85,035 22,192 62,842 19.0 11,945 24,197

機器製造販売事業 2,015 4,030 6,046 4,416 1,629 ― ― ―

合計 54,890 36,190 91,081 26,609 64,471 ― ― ―

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日)

設備工事事業

空調工事 45,240 62,031 107,271 66,382 40,888 17.7 7,253 65,401

衛生工事 15,274 16,353 31,627 17,625 14,001 21.9 3,066 18,034

計 60,514 78,384 138,898 84,007 54,890 18.8 10,319 83,434

機器製造販売事業 ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 60,514 78,384 138,898 84,007 54,890 ― ― ―



５ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。



② 設備工事事業の受注工事高及び完成工事高について 

最近３年間の実績で見ますと、当社の上半期の受注工事高は年間の約47～51％、完成工事高は、
季節的変動の影響を受け、約32～35％で推移しております。 

  

 
(注) １ 第74期から第76期の受注工事高及び完成工事高を、当中間会計期間と同一の事業区分によった場合、第74期

は受注工事高の１年通期3,409百万円、上半期1,874百万円、完成工事高の１年通期3,296百万円、上半期

1,533百万円、第75期は受注工事高の１年通期5,080百万円、上半期2,301百万円、完成工事高の１年通期

4,804百万円、上半期2,082百万円、第76期は受注工事高の１年通期9,531百万円、上半期4,354百万円、完成

工事高の１年通期9,082万円、上半期4,279百万円、機器製造販売事業の金額がそれぞれ含まれております。

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

③ 売上高 

 
(注) １ 前中間会計期間完成工事のうち６億円以上の主なものは、次のとおりです。 

 
当中間会計期間完成工事のうち５億円以上の主なものは、次のとおりです。 

 
２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先の完成工事高及びその割合は、次のとおりです。 

   前中間会計期間 

    該当する相手先はありません。 

   当中間会計期間 

    該当する相手先はありません。 
     
３ 前中間会計期間の売上高を、当中間会計期間と同一の事業区分によった場合、前中間会計期間の民間の空調

工事に機器製造販売事業の金額が4,279百万円含まれております。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

期別

受注工事高 完成工事高

１年通期 

(A) 

(百万円)

上半期 

(B) 

(百万円)

(B)/(A)

(％)

１年通期 

(C) 

(百万円)

上半期 

(D) 

(百万円)

(D)/(C)

(％)

第74期
(自 平成14年４月１日

至 平成15年３月31日)
76,370 35,971 47.1 86,468 28,447 32.8

第75期
(自 平成15年４月１日

至 平成16年３月31日)
77,260 38,064 49.2 83,576 27,863 33.3

第76期
(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日)
78,384 40,003 51.0 84,007 29,412 35.0

第77期
(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)
― 32,159 ― ― 22,192 ―

期別 区分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

合計 
(百万円)

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日)

設備工事事業

空調工事 2,242 21,893 24,136

衛生工事 651 4,625 5,276

計 2,894 26,518 29,412

機器製造販売事業 ― ― ―

合計 2,894 26,518 29,412

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

設備工事事業

空調工事 2,368 13,509 15,878

衛生工事 1,327 4,986 6,314

計 3,696 18,496 22,192

機器製造販売事業 ― 4,416 4,416

合計 3,696 22,912 26,609

関東信越厚生局 国立成育医療センター研究所整備第２期工事(機械)

大成建設㈱ (仮称)富士重工宮原ショッピングセンター新築工事

学校法人日本大学 日本大学文理学部新図書館新築工事(設備)

㈱竹中工務店 三洋電機徳島工場Ｅ棟新築工事

戸田建設㈱ 聖隷佐倉市民病院透析棟新築に伴う空調・衛生設備工事

㈱竹中工務店 関西医科大学枚方新病院計画ＲＩ排水処理設備工事

国立大学法人東北大学 東北大学(医病)病棟Ⅱ期(軸Ⅱ)新営機械設備(空調)工事

㈱大林組 名城大学天白キャンパス再開発第一期第二次工事(空調設備工事)

東レ建設㈱ 松下ＰＤＰ第三工場新築工事(空調設備工事)

安藤建設㈱ サンマルシェ本館新築工事に伴う空調・衛生設備工事



④ 手持高 (平成17年９月30日現在) 

 
(注) １ 手持工事のうち請負金額７億円以上の主なものは、次のとおりです。 

 
２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

合計 
(百万円)

設備工事事業

空調工事 13,893 33,026 46,920

衛生工事 4,390 11,531 15,921

計 18,284 44,558 62,842

機器製造販売事業 ― 1,629 1,629

合計 18,284 46,187 64,471

㈱テーオーシー

森永乳業㈱

大阪府

(仮称)ＴＯＣ有明計画新築(機械設備)工事

森永乳業㈱神戸工場新築工事

警察本部棟新築第２期機械設備工事

平成18年５月完成予定

平成18年１月完成予定

平成19年12月完成予定

栃木県 栃木県庁行政棟(1)新築空気調和設備工事 平成19年８月完成予定

㈱竹中工務店 (仮称)全共連幕張総合研修センター新築空調設備工事 平成18年１月完成予定



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はあ
りませんが、激変する厳しい経営環境の下で、変革への迅速な対応と強靭な企業体質の実現に向け
て、グループをあげて取り組んでまいります。 
当中間連結会計期間は各部門において課題解決に向けた取組みとして、以下のとおり対応を進めま
した。 
① 企画営業推進部の新設 
 本社営業本部に新たに企画営業推進部を設置いたしました。 
自然エネルギー関連・省エネ技術、クリーン環境技術、バイオ・アグリ環境技術、居住・作業

環境技術など、当社独自開発技術を活かし、顧客企業の多様化したニーズに応える積極的な提案
活動を全店的に推進してまいります。 

② 施工本部の新設 
 本社に技術本部と並列して新たに施工本部を設置いたしました。 
各店工事負荷に対応した機動的な人員配置、合理的施工による原価の低減、品質向上への取り

組み、現場着工時点での施工体制の確立など、施工に関わる全ての業務を統括し施工力の強化を
図るとともに、合わせて全店の購買部門を統括し、安全調達を目指してまいります。 

③ 機器事業部の基盤整備 
機器事業部は半導体や液晶製造装置向けのエンバイロメンタルチャンバ(高度に温湿度、清浄

度を制御する環境制御機器)を主とした環境機器の製造販売を行っています。 
本事業につきましては、従来は設備工事事業に関連する事業と位置づけておりましたが、近年

のＩＴ関連産業などの精密環境制御技術の需要の高まりの下で、事業戦略上の重要性が高まった
ことに鑑み、独立した事業セグメントと位置づけ、より積極的な事業展開を図ることにいたしま
した。具体的には基盤整備に関する検討委員会を設置し、工場(千葉県船橋市)の移転拡充を視野
に入れた総合的な検討を進めてまいります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

５ 【研究開発活動】 

当社における研究開発は、事業に役立つ研究開発を基本方針として、一般空調システムから産業空
調システムに至るまでの各種建築・環境設備に対応した要素技術の研究からシステムの開発、性能評
価検証業務まで、幅広い技術の創造を積極的に推進しております。 
 当中間連結会計期間における研究開発費は、74百万円です。 
 なお、子会社においては、研究開発活動は特段行われておりません。 

当中間連結会計期間における主な成果は、下記の通りです。 
  

（設備工事事業） 

(1) 環境負荷低減型空調システムの開発 
地球温暖化対策として、自然エネルギーや未利用エネルギーの利用技術の研究開発を進めてい

ます。自然エネルギー利用冷暖房システムの要素技術の一つである太陽熱利用デシカントシステ
ムの研究開発を産学共同研究で推進しています。また、太陽熱を利用した外装ウォールユニット
の開発やバイオマスエネルギーの複合利用システムの研究を実施しました。 

(2) 実験動物飼育装置FLATの改良開発 
実験動物飼育装置FLATの新製品として、光触媒を利用した脱臭と殺菌能力を備えたタイプと単

独で温調が可能な温調装置付きタイプを開発しました。 

(3) 光触媒脱臭機「デオボード」の改良 
光触媒技術を利用した脱臭機「デオボード」の新規応用分野の開拓のために、新たな臭気物質

を除去対象にした改良を行っています。 

(4) 熱流体シミュレーション 
コンピューターを利用した熱流体シミュレーションに積極的に取り組み、多種多様な空間の温

度、速度、湿度分布の解析を実施しています。特に、その解析対象の拡大の研究を進めると共
に、これまでの解析事例を有効活用するために、データベースを構築しました。 

(5) 人工光型植物環境装置 
パソナＯ２への人工光型植物栽培装置納入に続き、都市型農業や高付加価値植物の栽培等を実

現するための人工光型植物環境装置の改良研究を推進しております。 

(6) 省エネルギーシステムの開発 
省エネルギーシステムについては、エコノパイロットで培った技術を空調機へ適用展開したエ

コノパイロットＡｉｒの共同開発を完了しました。また、ＢＥＭＳ（ビルエネルギー管理システ
ム）を開発中であります。 

  
（機器製造販売事業） 

(1) 易感染症患者用病室の開発 
施工性を重視し完全ユニット化した、易感染症患者用病室“メディカレータ”を開発しまし

た。 
  

（その他の事業） 
研究開発活動は特段行われておりません。 

 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（設備工事事業） 

(１) 重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次の
とおりです。 

  
会社名 内容 投資額(百万円) 完了年月 備考

株式会社朝日工業社
九州支店社屋 111

平成17年９月 老朽化による社屋の建替
計 111



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

『当社の発行する株式の総数は、78,198千株とする。 

ただし、株式消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる』 

② 【発行済株式】 

  

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 78,198,000

計 78,198,000

 

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成17年12月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 34,000,000 34,000,000

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 34,000,000 34,000,000 ― ―

 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年９月30日 ― 34,000,000 ― 3,857 ― 3,013



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 自己株式を1,037千株保有しておりますが、上記の大株主からは除外しております。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権1個)含まれ

ております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式642株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) このほか、株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が、1,000株(議決権1個)あ

ります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めておりま

す。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 1,635 4.80

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,567 4.60

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 1,441 4.24

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13番２号 1,440 4.23

髙須佳子 兵庫県西宮市甲子園町３番８号 1,392 4.09

株式会社朝日工業社従業員持株会 東京都港区浜松町１丁目25番７号 1,236 3.63

朝日工業社共栄会 東京都港区浜松町１丁目25番７号 1,062 3.12

MACSmallCap投資事業組合 東京都港区六本木６丁目10番１号 1,003 2.95

髙須康有
東京都世田谷区深沢４丁目32番７号 

深沢パークハウス104
987 2.90

朝日工業社西日本共栄会 大阪府大阪市淀川区加島１丁目58番59号 941 2.76

計 ― 12,707 37.37

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式    1,037,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   32,718,000 32,718 ―

単元未満株式 普通株式    245,000 ―
一単元(1,000株)未満
の株式

発行済株式総数 34,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 32,718 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社朝日工業社

東京都港区浜松町 
１丁目25番７号

1,037,000 ― 1,037,000 3.0

計 ― 1,037,000 ― 1,037,000 3.0



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

(1) 役職の異動 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 423 410 425 437 460 509

最低(円) 390 395 404 413 419 449

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 内部監査室長 取締役
大阪支社副支社長

中 安 好 昭 平成17年7月1日
兼技術統括部長



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24

年建設省令第14号)に準じて記載しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の

中間財務諸表について、中央青山監査法人及び興亜監査法人により中間監査を受けており、当中間連結会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受け

ております。 

  

当社の会計監査人は次のとおり異動しております。 
  

第76期中（連結・個別） 中央青山監査法人及び興亜監査法人 

第77期中（連結・個別） 中央青山監査法人 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金預金 6,183 4,934 5,959

受取手形 ・完成工事 
未収入金等

21,228 20,979 31,684

未成工事支出金等 16,040 13,501 9,859

その他 3,617 2,785 2,305

貸倒引当金 △355 △277 △316

流動資産合計 46,715 78.7 41,923 75.8 49,491 79.1

Ⅱ 固定資産

有形固定資産 ※１ 2,579 2,548 2,549

無形固定資産 377 318 319

投資その他の資産

投資有価証券 7,147 8,713 8,369

その他 2,732 1,934 2,018

貸倒引当金 △160 9,719 △146 10,501 △161 10,226

固定資産合計 12,676 21.3 13,368 24.2 13,094 20.9

資産合計 59,391 100.0 55,291 100.0 62,586 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

支払手形・ 
工事未払金等

24,284 22,251 30,755

短期借入金 3,850 3,600 3,650

未払法人税等 83 186 316

未成工事受入金 9,147 7,915 5,514

工事損失引当金 ― 124 71

完成工事補償引当金 7 6 22

その他 2,235 989 1,499

流動負債合計 39,608 66.7 35,074 63.5 41,830 66.9

Ⅱ 固定負債

退職給付引当金 2,982 2,741 2,582

その他 29 11 29

固定負債合計 3,012 5.1 2,753 5.0 2,611 4.2

負債合計 42,621 71.8 37,828 68.5 44,441 71.1



 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,857 6.5 3,857 7.0 3,857 6.2

Ⅱ 資本剰余金 3,721 6.3 3,721 6.7 3,721 5.9

Ⅲ 利益剰余金 8,192 13.8 8,460 15.3 9,225 14.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,106 1.8 1,794 3.2 1,712 2.7

Ⅴ 為替換算調整勘定 △6 △0.0 △1 △0.0 △5 △0.0

Ⅵ 自己株式 △100 △0.2 △369 △0.7 △367 △0.6

資本合計 16,770 28.2 17,463 31.5 18,144 28.9

負債資本合計 59,391 100.0 55,291 100.0 62,586 100.0



② 【中間連結損益計算書】 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

完成工事高 29,532 ― 85,233

売上高 ― 29,532 100.0 27,413 27,413 100.0 ― 85,233 100.0

Ⅱ 売上原価

完成工事原価 27,682 ― 78,754

売上原価 ― 27,682 93.7 25,764 25,764 94.0 ― 78,754 92.4

売上総利益

完成工事総利益 1,850 ― 6,478

売上総利益 ― 1,850 6.3 1,648 1,648 6.0 ― 6,478 7.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,518 8.5 2,562 9.3 5,169 6.1

営業利益 ― ― ― ― 1,309 1.5

営業損失 667 △2.2 913 △3.3 ― ―

Ⅳ 営業外収益

受取利息 3 4 6

受取配当金 83 88 100

受取保険金 18 ― 21

不動産賃貸料 18 16 35

その他 16 141 0.4 19 129 0.5 24 189 0.2

Ⅴ 営業外費用

支払利息 25 28 59

その他 16 41 0.1 15 43 0.2 27 87 0.1

経常利益 ― ― ― ― 1,411 1.6

経常損失 568 △1.9 827 △3.0 ― ―

Ⅵ 特別利益

固定資産処分益 ※２ 2 112 3

   投資有価証券売却益 265 375 265

   貸倒引当金戻入額 55 324 1.1 ― 488 1.8 37 305 0.4

Ⅶ 特別損失

固定資産処分損 ※３ 22 71 26

ゴルフ会員権等評価損 21 0 34

投資有価証券売却損 21 ― 21

投資有価証券評価損 12 ― 15

減損損失 ※４ 56 ― 56

役員退職給与金 59 194 0.7 ― 72 0.3 59 214 0.3

税金等調整前 
当期純利益

― ― ― ― 1,502 1.7

税金等調整前 
中間純損失

438 △1.5 411 △1.5 ― ―

法人税、住民税 
及び事業税

51 81 715

法人税等調整額 △88 △37 △0.1 △159 △77 △0.3 156 871 1.0

当期純利益 ― ― ― ― 631 0.7

中間純損失 401 △1.4 333 △1.2 ― ―



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 3,721 3,721 3,721

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

3,721 3,721 3,721

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 8,974 9,225 8,974

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 ― ― ― ― 631 631

Ⅲ 利益剰余金減少高

株主配当金 336 428 336

役員賞与金 
(内監査役分)

43
( 3)

2
(―)

43
( 3)

中間純損失 401 781 333 764 ― 380

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

8,192 8,460 9,225



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期) 
純利益(△純損失)

△ 438 △ 411 1,502

減価償却費 157 144 304

固定資産処分損 22 71 26

ゴルフ会員権等評価損 21 0 34

投資有価証券評価損 12 ― 15

減損損失 56 ― 56

貸倒引当金の増加・減少(△)額 14 △ 54 △ 61

退職給付引当金の増加・減少(△)額 105 159 △ 294

受取利息及び受取配当金 △ 87 △ 92 △ 106

支払利息 25 28 59

固定資産処分益 ― △ 112 ―

投資有価証券売却益 △ 265 △ 375 △ 265

売上債権の減少・増加(△)額 6,540 10,704 △ 3,922

未成工事支出金の減少・増加(△)額 △ 5,741 △ 3,642 439

仕入債務の増加・減少(△)額 △ 6,919 △ 8,503 △ 448

未成工事受入金の増加・減少(△)額 2,454 2,400 △ 1,178

その他 △ 2,099 △ 718 △ 1,488

小計 △ 6,140 △ 401 △ 5,327

利息及び配当金の受取額 88 93 107

利息の支払額 △ 24 △ 27 △ 57

法人税等の支払額 △ 734 △ 211 △ 1,166

営業活動による 
キャッシュ・フロー

△ 6,811 △ 548 △ 6,443

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 27 ― △ 27

定期預金の払出による収入 27 27 27

有価証券の取得による支出 △ 89 △ 89 △ 89

有価証券の売却による収入 89 89 89
有形固定資産・無形固定 
資産の取得による支出

△ 156 △ 260 △ 182

有形固定資産・無形固定 
資産の売却による収入

― 186 ―

投資有価証券の取得による支出 △ 1 △ 279 △ 198

投資有価証券の売却による収入 432 450 432

その他投資等の取得による支出 △ 79 △ 261 △ 119

その他投資等の売却による収入 252 165 389

投資活動による 
キャッシュ・フロー

447 27 320

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純減少(△)額 △ 150 △ 50 △ 350

自己株式の純増加(△)額 △ 1 △ 1 △ 268

配当金の支払額 △ 336 △ 428 △ 336

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△ 488 △ 480 △ 955

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0 3 1

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加・減少(△)額

△ 6,852 △ 997 △ 7,077

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 13,009 5,932 13,009

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

6,156 4,934 5,932



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 
  

項目

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事
項

すべての子会社３社を連結して
おります。
連結子会社の名称
北海道アサヒ冷熱工事株式会社
旭栄興産株式会社
亞太朝日股份有限公司

すべての子会社３社を連結して
おります。
連結子会社の名称
北海道アサヒ冷熱工事株式会社
旭栄興産株式会社
亞太朝日股份有限公司

すべての子会社３社を連結して
おります。
連結子会社の名称
北海道アサヒ冷熱工事株式会社
旭栄興産株式会社
亞太朝日股份有限公司

２ 持分法の適用に関する
事項

該当事項はありません。 同左 同左

３ 連結子会社の(中間)決
算日等に関する事項

連結子会社のうち、亞太朝日股
份有限公司の中間決算日は６月
30日であり、中間連結決算日と
の差は３ケ月以内であるため、
当該連結子会社の中間財務諸表
を基礎として連結を行っており
ます。 
ただし、中間連結決算日までの
間に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行って
おります。

同左 連結子会社のうち、亞太朝日股
份有限公司の決算日は12月31日
であり、連結決算日との差は３
ケ月以内であるため、当該連結
子会社の事業年度に係る財務諸
表を基礎として連結を行ってお
ります。 
ただし、連結決算日までの間に
生じた重要な取引については、
連結上必要な調整を行っており
ます。

４ 会計処理基準に関する
事項
(1) 重要な資産の評価基
準及び評価方法

有価証券
①満期保有目的の債券
償却原価法(定額法)

②その他有価証券
時価のあるもの
中間決算期末前１ヶ月の
市場価格等の平均に基づ
く時価法(評価差額は全
部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均
法により算定しておりま
す。)

有価証券
①満期保有目的の債券

同左
②その他有価証券
時価のあるもの

同左

有価証券
①満期保有目的の債券

同左
②その他有価証券
時価のあるもの
決算期末前１ヶ月の市場
価格等の平均に基づく時
価法(評価差額は全部資
本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法に
よ り 算 定 し て お り ま
す。)

時価のないもの
移動平均法による原価法

時価のないもの
移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任
組合及びそれに類する組
合への出資(証券取引法
第２条第２項により有価
証券とみなされるもの)
については、組合契約に
規定される決算報告日に
応じて入手可能な最近の
決算書を基礎とし、契約
に基づく相当額を取り込
む方法によっておりま
す。

時価のないもの
移動平均法による原価法

たな卸資産 
①材料 
 移動平均法による原価法 
②貯蔵品 
 後入先出法による原価法 
③未成工事支出金 
 個別法による原価法

たな卸資産
①材料

同左
②貯蔵品

同左
③未成工事支出金

同左
④製品・仕掛品
個別法による原価法

たな卸資産
①材料

同左
②貯蔵品

同左
③未成工事支出金

同左

(2) 重要な減価償却資産
の減価償却の方法

有形固定資産
定率法
ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物(建物
附属設備を除く)について
は定額法。
なお、耐用年数及び残存価
額については、法人税法に
規定する方法と同一の基準
によっております。

無形固定資産
自社利用ソフトウェア
社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法

有形固定資産
定率法

同左

無形固定資産
自社利用ソフトウェア

同左

有形固定資産
定率法

同左

無形固定資産
自社利用ソフトウェア

同左



 

項目

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上
基準

貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備
えるための引当てであり、一
般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

貸倒引当金
同左

貸倒引当金
同左

――――――――― 工事損失引当金
受注工事の損失に備えるた
め、当中間連結会計期間末手
持工事のうち損失の発生が見
込まれ、かつ金額を合理的に
見積もることができる工事に
ついて、その損失見込額を計
上しております。

工事損失引当金
受注工事の損失に備えるた
め、当連結会計年度末手持工
事のうち損失の発生が見込ま
れ、かつ金額を合理的に見積
もることができる工事につい
て、その損失見込額を計上し
ております。

完成工事補償引当金
完成工事の瑕疵担保等の費用
に充てるための引当てであ
り、前連結会計年度末引当金
の当中間期末残高に当中間完
成工事高に対応する引当額を
加算する方法によっておりま
す。

完成工事補償引当金
同左

完成工事補償引当金
完成工事の瑕疵担保等の費用
に充てるための引当てであ
り、当期の完成工事高に対す
る将来の見積補償額に基づい
て計上しております。

退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当中間連
結会計期間末において発生し
ていると認められる額を計上
しております。
過去勤務債務は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(15年)によ
る定額法により按分した額を
費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(15年)
による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理しており
ます。

退職給付引当金
同左

退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上してお
ります。
過去勤務債務は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(15年)によ
る定額法により按分した額を
費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(15年)
による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理しており
ます。

(4) 重要なリース取引の
処理方法

リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっ
ております。

同左 同左

(5) その他(中間)連結財
務諸表作成のための
基本となる重要な事
項

消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計
処理は税抜方式によっており
ます。

消費税等の会計処理
同左

消費税等の会計処理
同左

５ (中間)連結キャッシ
ュ・フロー計算書にお
ける資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金(現金及び現
金同等物)は、手許現金、随時
引き出し可能な預金及び容易に
換金可能であり、かつ、価値の
変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から３か月以内
に償還期限の到来する短期投資
からなっております。

同左 連結キャッシュ・フロー計算書
における資金(現金及び現金同
等物)は、手許現金、随時引き
出し可能な預金及び容易に換金
可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３か月以内に償
還期限の到来する短期投資から
なっております。



会計処理の変更 

 
  

表示方法の変更 

 
  

追加情報 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

 当中間連結会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号)を適用しております。

 この結果、従来の方法によった場合と

比較して、税金等調整前中間純損失は56

百万円多く計上されております。

――――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

 当連結会計年度より「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９日))

及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号)を適用しております。

 この結果、従来の方法によった場合と

比較して、税金等調整前当期純利益は56

百万円少なく計上されております。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

(中間連結損益計算書) 

 受取保険金は、営業外収益の100分の10を超えたため、当中

間連結会計期間より区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間は営業外収益の「その他」(2百

万円)に含めて表示しております。

(中間連結損益計算書)

１  当社の中間連結財務諸表は、従来、「中間連結財務諸表

規則」に基づき作成し、「建設業法施行規則」に準じて記

載しておりましたが、中間連結財務諸表の事業の種類別セ

グメント情報についてセグメント区分の変更が行われ、

「機器製造販売事業」が独立セグメントとして区分して開

示されたことに鑑み、同事業を含めた損益計算書科目全般

についてより包括的に表示するため、当中間連結会計期間

より、「中間連結財務諸表規則」に基づいた記載に変更し

ております。 

 この変更に伴い、「完成工事高」を「売上高」に、「完

成工事原価」を「売上原価」に、「完成工事総利益」を

「売上総利益」にそれぞれ変更しております。

２  前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「受取保険金」(当中間連結会計期間4百万円)は、営業外収

益の100分の10以下となったため、当中間連結会計期間から

営業外収益の「その他」に含めて表示しております。

――――――――――――――― (中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 固定資産処分益は金額の重要性が増したため、当中間連結

会計期間より区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間は営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」(2百万円)に含めて表示しております。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 「地方税法等の一部を改正する法律」

(平成15年法律第９号)が平成15年３月31

日に公布され、平成16年４月１日以後に

開始する事業年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当中間連結会

計期間から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」(平成16年２月13

日 企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般

管理費(20百万円)に計上しております。

―――――――  「地方税法等の一部を改正する法律」

(平成15年法律第９号)が平成15年３月31

日に公布され、平成16年４月１日以後に

開始する事業年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当連結会計年

度から「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般管理

費(50百万円)に計上しております。



  



注記事項 
(中間連結貸借対照表関係) 

  

 

(中間連結損益計算書関係) 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

１ ※1 有形固定資産減価償却累計額

  3,252百万円

１ ※1 有形固定資産減価償却累計額

  3,096百万円

１ ※1 有形固定資産減価償却累計額

  3,309百万円

２ 保証債務

  従業員の銀行借入金に対し保証して
います。

217百万円

２ 保証債務

  従業員の銀行借入金に対し保証して
います。

187百万円

２ 保証債務

  従業員の銀行借入金に対し保証して
います。

201百万円

３ 当社においては、運転資金の効率的
な調達を行うため取引銀行５行と貸
出コミットメント契約を締結してお
ります。
当中間連結会計期間末における貸出
コミットメントに係る借入未実行残
高等は次のとおりであります。
貸出コミットメン
トの総額

5,000百万円

借入実行残高 ― 百万円

差引額 5,000百万円

３ 当社においては、運転資金の効率的
な調達を行うため取引銀行５行と貸
出コミットメント契約を締結してお
ります。
当中間連結会計期間末における貸出
コミットメントに係る借入未実行残
高等は次のとおりであります。
貸出コミットメン
トの総額

5,000百万円

借入実行残高 ― 百万円

差引額 5,000百万円

３ 当社においては、運転資金の効率的
な調達を行うため取引銀行５行と貸
出コミットメント契約を締結してお
ります。
当連結会計年度末における貸出コミ
ットメントに係る借入未実行残高等
は次のとおりであります。
貸出コミットメン
トの総額

5,000百万円

借入実行残高 ― 百万円

差引額 5,000百万円

 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ ※1 販売費及び一般管理費のうち主
要費目及び金額は、次のとお
りであります。

従業員給料手当 918百万円

退職給付費用 88百万円

減価償却費 90百万円

１ ※1 販売費及び一般管理費のうち主
要費目及び金額は、次のとお
りであります。

従業員給料手当 910百万円

退職給付費用 60百万円

減価償却費 75百万円

１ ※1 販売費及び一般管理費のうち主
要費目及び金額は、次のとお
りであります。

従業員給料手当 1,813百万円

退職給付費用 174百万円

減価償却費 169百万円

２             ――――――― 
 
 

３ ※3 固定資産処分損の主なものは、
建物及び構築物の除却による
ものです。 

２ ※2 固定資産処分益の主なものは、
土地及び不動産信託の売却に
よるものです。

３ ※3 固定資産処分損の主なものは、
建物の除却によるものです。

２ ※2 固定資産処分益の主なものは、
ゴルフ会員権の売却によるも
のです。

３ ※3 固定資産処分損の主なものは、
ゴルフ会員権の売却及び建物
の除却によるものです。

４ 当グループの完成工事高は、通常の
営業の形態として、上半期に比べ下
半期に完成する工事の割合が大きい
ため、連結会計年度の上半期の完成
工事高と下半期の完成工事高との間
に著しい相違があり、上半期と下半
期の業績に季節的変動があります。

４ 当グループの売上高のうち、設備工
事事業に関する完成工事高は、通
常の営業の形態として、上半期に
比べ下半期に完成する工事の割合
が大きいため、連結会計年度の上
半期の完成工事高と下半期の完成
工事高との間に著しい相違があ
り、上半期と下半期の業績に季節
的変動があります。

４        ―――――――

 

５ ※4 減損損失

 当グループは、以下の遊休資産につい
て減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失

山梨県南都留
郡山中湖村

遊休 
資産

土地 14百万円

群馬県吾妻郡
嬬恋村

遊休 
資産

土地 25百万円

茨城県つくば
市

遊休 
資産

土地 16百万円

当グループは管理会計上の区分に基づ
きグルーピングを行い、遊休資産につ
いては各不動産等をグルーピングの単
位としております。
上記の資産は、遊休状態にあり市場価
格の著しい下落が認められたため、
各々の帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額56百万円を減損損失
として特別損失に計上しております。
なお、当該資産の回収可能価額は正味
売却価額により測定しており、固定資
産税評価額等を参考として評価してお
ります。

５       ―――――――

 

５ ※4 減損損失

 当グループは、以下の遊休資産につい
て減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失

山梨県南都留
郡山中湖村

遊休 
資産

土地 14百万円

群馬県吾妻郡
嬬恋村

遊休 
資産

土地 25百万円

茨城県つくば
市

遊休 
資産

土地 16百万円

当グループは管理会計上の区分に基づ
きグルーピングを行い、遊休資産につ
いては各不動産等をグルーピングの単
位としております。
上記の資産は、遊休状態にあり市場価
格の著しい下落が認められたため、
各々の帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額56百万円を減損損失
として特別損失に計上しております。
なお、当該資産の回収可能価額は正味
売却価額により測定しており、固定資
産税評価額等を参考として評価してお
ります。



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

   
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成16年９月30日現在)

現金預金勘定 6,183百万円

預入期間が３か月を 
超える定期預金

△27百万円

現金及び現金同等物 6,156百万円
 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成17年９月30日現在)

現金預金勘定 4,934百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金

― 百万円

現金及び現金同等物 4,934百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成17年３月31日現在)

現金預金勘定 5,959百万円

預入期間が３か月を 
超える定期預金

△27百万円

現金及び現金同等物 5,932百万円

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

中間期末
残高 
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

機械・ 
運搬具 
工具 
器具備品

140 94 46

合計 140 94 46

取得価額
相当額

減価償却
累計額 
相当額

中間期末
残高 
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

機械・ 
運搬具 
工具 
器具備品

92 50 41

合計 92 50 41

取得価額
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

期末残高
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

機械・ 
運搬具 
工具 
器具備品

95 53 42

合計 95 53 42

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 25百万円

１年超 22百万円

合計 48百万円

１年内 17百万円

１年超 26百万円

合計 43百万円

１年内 18百万円

１年超 26百万円

合計 44百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 19百万円

減価償却費相当額 17百万円

支払利息相当額 1百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払利息相当額 0百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 38百万円

減価償却費相当額 35百万円

支払利息相当額 2百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

 

 

 

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略しております。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

  
１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び(中間)連結貸借対照表計上額 

(1) 満期保有目的の債券 

  

 
  

(2) その他有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 
  

 
  

  

種類

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

取得原価
中間連結貸 
借対照表計 
上額

差額 取得原価
中間連結貸
借対照表計
上額

差額 取得原価
連結貸借 
対照表 
計上額

差額

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

株式 3,188 5,064 1,875 3,520 6,562 3,042 3,396 6,299 2,903

合計 3,188 5,064 1,875 3,520 6,562 3,042 3,396 6,299 2,903

 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(注) その他有価証券で時価のない
株式について12百万円の減損
処理を行っております。

    ――――――――― (注) その他有価証券で時価のない
株式について15百万円の減損
処理を行っております。

種類
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

割引金融債券 89百万円 89百万円 89百万円

種類
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

①非上場株式(店頭売買株式を除く) 2,083百万円 2,070百万円 2,070百万円

②投資事業有限責任組合及び
― 百万円 80百万円 ― 百万円

 それに類する組合への出資

計 2,083百万円 2,150百万円 2,070百万円

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当グループは、デリバティブ取引を
一切行っていないので、該当事項は
ありません。

同左 同左



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日～至平成16年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める空調衛生設備工事及び関連する事業の割合

がいずれも90％を超えているため、中間連結財務諸表規則様式第一号(記載上の注意10)に基づき、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日～至平成17年９月30日) 

 
(注) 1 事業区分の方法 

日本標準産業分類に基づいて区分しております。 

2 各区分に属する主要な事業の内容 

設備工事事業：空気調和衛生設備の設計・監督・施工 

機器製造販売事業：精密環境制御機器の製造販売 

3 事業区分の変更 

 事業の種類別セグメントの事業区分については、従来、空気調和衛生設備工事及び関連する事業を

主たる事業としていたため、事業の種類別セグメントの記載を省略しておりましたが、当中間連結会

計期間より、「設備工事事業」及び「機器製造販売事業」にセグメント区分を変更して事業の種類別

セグメントを開示しております。 

 この変更は、近年のＩＴ関連産業などの精密環境制御技術の需要の高まりの下で、従来「設備工事

事業」に関連する事業と位置づけ、同事業に含めていた「機器製造販売事業」について、当中間連結

会計期間より始動した第12次中期経営計画の中で、事業戦略上の重要性が高まったことに鑑み、従来

の事業区分の見直しを行って、「機器製造販売事業」を「設備工事事業」と並ぶ主要な事業セグメン

トとして明確に位置づけたこと、及び各セグメントの事業の状況をより適切に表示するために行われ

たものであります。 

 なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度のセグメント情報を、当中間連結会計期間の事業区

分によった場合の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日～至平成16年９月30日) 

   

前連結会計年度(自平成16年４月１日～至平成17年３月31日) 

 

前連結会計年度(自平成16年４月１日～至平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める空調衛生設

備工事及び関連する事業の割合がいずれも90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第一号(記載

設備工事事業 機器製造販売 計 消去又は全社 連結
(百万円) 事業 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

 売上高

  (1) 外部顧客に対する売上 22,998 4,415 27,413 ― 27,413

  (2) セグメント間の内部売上高又は振替高 ― 1 1 ( 1) ― 

計 22,998 4,416 27,414 ( 1) 27,413

  営業費用 24,705 3,622 28,328 ( 1) 28,326

  営業利益又は営業損失(△) △ 1,707 794 △ 913 ― △ 913

設備工事事業 機器製造販売 計 消去又は全社 連結
(百万円) 事業 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

 売上高

  (1) 外部顧客に対する売上 25,253 4,279 29,532 ― 29,532

  (2) セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― ― ― ― 

計 25,253 4,279 29,532 ― 29,532

  営業費用 26,428 3,772 30,200 ― 30,200

  営業利益又は営業損失(△) △ 1,174 506 △ 667 ― △ 667

設備工事事業 機器製造販売 計 消去又は全社 連結
(百万円) 事業 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

 売上高

  (1) 外部顧客に対する売上 76,154 9,079 85,233 ― 85,233

  (2) セグメント間の内部売上高又は振替高 ― 3 3 ( 3) ― 

計 76,154 9,082 85,236 ( 3) 85,233

  営業費用 76,494 7,432 83,926 ( 3) 83,923

  営業利益又は営業損失(△) △ 340 1,649 1,309 ― 1,309



上の注意14)に基づき、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日～至平成16年９月30日)及び 

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日～至平成17年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、中間連結財

務諸表規則様式第二号(記載上の注意10)に基づき、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

前連結会計年度(自平成16年４月１日～至平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいず

れも90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第二号(記載上の注意11)に基づき、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日～至平成16年９月30日)及び 

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日～至平成17年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、中間連結財務諸表規則様式第三号(記載上の注意５)に基

づき、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度(自平成16年４月１日～至平成17年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、連結財務諸表規則様式第三号(記載上の注意５)に基づ

き、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益(△純損失)金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 498.04円 529.79円 550.32円

１株当たり中間(当期) 
純利益(△純損失)

△11.91円 △10.12円 18.80円

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式がなく、

中間純損失が計上されてい

るため記載しておりませ

ん。

同左 なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないた

め記載しておりません。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益 
(△純損失)(百万円)

△401 △333 631

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

― ― 2

(うち利益処分による役員賞与金) (―) (―) (2)

普通株式に係る中間(当期) 
純利益(△純損失)(百万円)

△401 △333 629

普通株式の 
期中平均株式数(千株)

33,675 32,964 33,448



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
  

 

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金預金 5,989 4,517 5,578

受取手形 3,648 3,125 4,841

完成工事未収入金 17,396 13,655 26,386

売掛金 ― 3,923 ―

有価証券 89 89 89

未成工事支出金 15,586 11,781 9,058

その他棚卸資産 ― 753 ―

その他 ※２ 3,699 2,956 2,480

貸倒引当金 △355 △277 △316

流動資産合計 46,054 78.3 40,526 75.1 48,119 78.5

Ⅱ 固定資産

有形固定資産 ※１ 2,578 2,547 2,548

無形固定資産 377 317 318

投資その他の資産

投資有価証券 7,147 8,713 8,369

その他 2,815 2,012 2,100

貸倒引当金 △160 △146 △161

固定資産合計 12,758 21.7 13,445 24.9 13,176 21.5

資産合計 58,812 100.0 53,972 100.0 61,296 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

支払手形 4,650 4,124 5,364

工事未払金 19,450 15,557 24,890

買掛金 ― 2,189 ―

短期借入金 3,850 3,600 3,650

未払法人税等 80 148 292

未成工事受入金 8,879 7,193 4,851

工事損失引当金 ― 124 71

完成工事補償引当金 7 6 22

その他 2,219 1,065 1,585

流動負債合計 39,138 66.6 34,010 63.1 40,728 66.5

Ⅱ 固定負債

退職給付引当金 2,979 2,739 2,580

その他 29 11 29

固定負債合計 3,009 5.1 2,751 5.1 2,610 4.3

負債合計 42,147 71.7 36,761 68.2 43,338 70.8



 

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,857 6.6 3,857 7.1 3,857 6.3

Ⅱ 資本剰余金

資本準備金 3,013 3,013 3,013

その他資本剰余金 708 708 708

資本剰余金合計 3,721 6.3 3,721 6.8 3,721 6.0

Ⅲ 利益剰余金

利益準備金 964 964 964

任意積立金 6,495 6,495 6,495

中間(当期)未処分利益 620 746 1,573

利益剰余金合計 8,080 13.7 8,206 15.2 9,033 14.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,106 1.9 1,794 3.3 1,712 2.8

Ⅴ 自己株式 △100 △0.2 △369 △0.6 △367 △0.6

資本合計 16,665 28.3 17,210 31.8 17,958 29.2

負債資本合計 58,812 100.0 53,972 100.0 61,296 100.0

 



② 【中間損益計算書】 

  

 

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

完成工事高 29,412 22,192 84,007

製品売上高 ― 29,412 100.0 4,416 26,609 100.0 ― 84,007 100.0

Ⅱ 売上原価

完成工事原価 27,591 21,720 77,734

製品売上原価 ― 27,591 93.8 3,407 25,128 94.4 ― 77,734 92.5

売上総利益

完成工事総利益 1,820 471 6,273

製品売上総利益 ― 1,820 6.2 1,008 1,480 5.6 ― 6,279 7.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,471 8.4 2,485 9.3 5,045 6.0

営業利益 ― ― ― ― 1,227 1.5

営業損失 650 △2.2 1,005 △3.7 ― ―

Ⅳ 営業外収益

受取利息 3 3 6

その他 ※１ 138 141 0.5 124 128 0.5 182 188 0.2

Ⅴ 営業外費用

支払利息 24 28 59

その他 15 40 0.1 15 43 0.2 26 85 0.1

経常利益 ― ― ― ― 1,331 1.6

経常損失 548 △1.8 920 △3.4 ― ―

Ⅵ 特別利益 ※２ 323 1.1 488 1.8 304 0.4

Ⅶ 特別損失 ※3,4 194 0.7 72 0.3 214 0.3

税引前当期純利益 ― ― ― ― 1,421 1.7

税引前中間純損失 419 △1.4 503 △1.9 ― ―

法人税、住民税 
及び事業税

49 43 688

法人税等調整額 △88 △39 △0.1 △148 △105 △0.4 161 849 1.0

当期純利益 ― ― ― ― 572 0.7

中間純損失 380 △1.3 398 △1.5 ― ―

前期繰越利益 941 1,145 941

退職給与積立金取崩額 59 ― 59

中間(当期)未処分利益 620 746 1,573



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

   

項目

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

前事業年度

(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評
価方法

有価証券
①満期保有目的の債券
 償却原価法(定額法)
②子会社株式
 移動平均法による原価法
③その他有価証券
 時価のあるもの
  中間決算期末前１ヶ月の市
場価格等の平均に基づく時
価法(評価差額は全部資本
直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算
定しております。)

 時価のないもの
  移動平均法による原価法

有価証券
①満期保有目的の債券

同左
②子会社株式

同左
③その他有価証券
 時価のあるもの

同左

 時価のないもの
移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合
及びそれに類する組合への出
資(証券取引法第２条第２項
により有価証券とみなされる
もの)については、組合契約
に規定される決算報告日に応
じて入手可能な最近の決算書
を基礎とし、契約に基づく相
当額を取り込む方法によって
おります。

有価証券
①満期保有目的の債券

同左
②子会社株式

同左
③その他有価証券
 時価のあるもの
  決算期末前１ヶ月の市場価
格等の平均に基づく時価法
(評価差額は全部資本直入
法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定し
ております。)

 時価のないもの
移動平均法による原価法

たな卸資産 
 ①材料 
  移動平均法による原価法 
 ②貯蔵品 
  後入先出法による原価法 
 ③未成工事支出金 
  個別法による原価法

たな卸資産
 ①材料

同左
 ②貯蔵品

同左
 ③未成工事支出金

同左
 ④製品・仕掛品

個別法による原価法

たな卸資産
 ①材料

同左
 ②貯蔵品

同左
 ③未成工事支出金

同左

２ 固定資産の減価償却の
方法

有形固定資産 
 定率法
ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物(建物
附属設備を除く)について
は定額法。 
なお、耐用年数及び残存価
額については、法人税法に
規定する方法と同一の基準
によっております。

有形固定資産
定率法

同左

有形固定資産
定率法

同左

無形固定資産
 自社利用のソフトウェア
  社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法

無形固定資産
自社利用のソフトウェア

同左

無形固定資産
自社利用のソフトウェア

同左

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金
 債権の貸倒れによる損失に備
えるための引当てであり、一
般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

貸倒引当金
同左

貸倒引当金
同左

―――――――― 工事損失引当金
受注工事の損失に備えるた
め、当中間会計期間末手持工
事のうち損失の発生が見込ま
れ、かつ金額を合理的に見積
もることができる工事につい
て、その損失見込額を計上し
ております。

工事損失引当金
受注工事の損失に備えるた
め、当期末手持工事のうち損
失の発生が見込まれ、かつ金
額を合理的に見積もることが
できる工事について、その損
失見込額を計上しておりま
す。

完成工事補償引当金
 完成工事の瑕疵担保等の費用
に充てるための引当てであ
り、前事業年度末引当金の当
中間期末残高に当中間完成工
事高に対応する引当額を加算
する方法によっております。

完成工事補償引当金
同左

完成工事補償引当金
完成工事の瑕疵担保等の費用
に充てるための引当てであ
り、当期の完成工事高に対す
る将来の見積補償額に基づい
て計上しております。



   
会計処理の変更 

   
表示方法の変更 

項目

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

前事業年度

(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日)

退職給付引当金
 従業員の退職給付に備えるた
め、当事業年度末における退
職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当中間会計期
間末において発生していると
認められる額を計上しており
ます。
過去勤務債務は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(15年)によ
る定額法により按分した額を
費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(15年)
による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌期から
費用処理しております。

退職給付引当金
同左

退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた
め、当期末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。
過去勤務債務は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(15年)によ
る定額法により按分した額を
費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(15年)
による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌期から
費用処理しております。

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっ
ております。

同左 同左

５ その他(中間)財務諸表

作成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっており

ます。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 
 当中間会計期間から「固定資産の減損に
係る会計基準」(「固定資産の減損に係る
会計基準の設定に関する意見書」(企業会
計審議会 平成14年８月９日))及び「固定
資産の減損に係る会計基準の適用指針」
(企業会計基準委員会 平成15年10月31日
企業会計基準適用指針第６号)を適用して
おります。 
 この結果、従来の方法によった場合と比
較して、税引前中間純損失は56百万円多く
計上されております。

――――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 
 当期より「固定資産の減損に係る会計基
準」(「固定資産の減損に係る会計基準の
設定に関する意見書」(企業会計審議会
平成14年８月９日))及び「固定資産の減損
に係る会計基準の適用指針」(企業会計基
準委員会 平成15年10月31日 企業会計基
準適用指針第６号)を適用しております。 
 この結果、従来の方法によった場合と比
較して、税引前当期純利益は56百万円少な
く計上されております。

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

―――――――――― (中間貸借対照表)
 当社の中間財務諸表は、従来、「中間財務諸表等規則」に基づ
き作成し、「建設業法施行規則」に準じて記載しておりました
が、中間連結財務諸表の事業の種類別セグメント情報についてセ
グメント区分の変更が行われ、「機器製造販売事業」が独立セグ
メントとして区分して開示されたことに鑑み、同事業に関連する
貸借対照表科目については当中間会計期間より、「中間財務諸表
等規則」に基づいた記載に変更しております。 
 これに伴い、「機器製造販売事業」に関連する中間貸借対照表
の科目を以下の通りに変更しております。「完成工事未収入金」
から「売掛金」に、「未成工事支出金」から「その他棚卸資産(材
料、貯蔵品、製品及び仕掛品を含む)」に、「工事未払金」から
「買掛金」に、「未成工事受入金」から流動負債の「その他」へ
それぞれ変更しております。 
 なお、前中間会計期間末の「売掛金」は4,218百万円、「その他
棚卸資産」は667百万円、「買掛金」は2,679百万円及び流動負債
の「その他」は100万円であります。

(中間損益計算書)
 当社の中間財務諸表は、従来、「中間財務諸表等規則」に基づ
き作成し、「建設業法施行規則」に準じて記載しておりました
が、中間連結財務諸表の事業の種類別セグメント情報についてセ
グメント区分の変更が行われ、「機器製造販売事業」が独立セグ
メントとして区分して開示されたことに鑑み、同事業に関連する
損益計算書科目については当中間会計期間より、「中間財務諸表
等規則」に基づいた記載に変更しております。 
 これに伴い、「機器製造販売事業」に関連する中間損益計算書
の科目を以下の通りに変更しております。「完成工事高」から
「製品売上高」に、「完成工事原価」から「製品売上原価」に、
「完成工事総利益」から「製品売上総利益」へそれぞれ変更して
おります。 
 なお、前中間会計期間の「製品売上高」は4,279百万円、「製品
売上原価」は3,574百万円、「製品売上総利益」は704百万円であ



   
ります。



追加情報 

   
注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 「地方税法等の一部を改正する法律」
(平成15年法律第９号)が平成15年３月31日
に公布され、平成16年４月１日以後に開始
する事業年度より外形標準課税制度が導入
されたことに伴い、当中間会計期間から
「法人事業税における外形標準課税部分の
損益計算書上の表示についての実務上の取
扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準
委員会 実務対応報告第12号)に従い法人
事業税の付加価値割及び資本割について
は、販売費及び一般管理費(20百万円)に計
上しております。

―――――――――――― 「地方税法等の一部を改正する法律」
(平成15年法律第９号)が平成15年３月31日
に公布され、平成16年４月１日以後に開始
する事業年度より外形標準課税制度が導入
されたことに伴い、当事業年度から「法人
事業税における外形標準課税部分の損益計
算書上の表示についての実務上の取扱い」
(平成16年２月13日 企業会計基準委員会
実務対応報告第12号)に従い法人事業税の
付加価値割及び資本割については、販売費
及び一般管理費(50百万円)に計上しており
ます。

前中間会計期間末 

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日)

前事業年度末 

(平成17年３月31日)

１ ※1 有形固定資産減価償却累計額

  3,247百万円

１ ※1 有形固定資産減価償却累計額

  3,094百万円

１ ※1 有形固定資産減価償却累計額

  3,304百万円

２ 保証債務

  従業員の銀行借入金に対し保証してい

ます。

217百万円

２ 保証債務

  従業員の銀行借入金に対し保証してい

ます。

187百万円

２ 保証債務

  従業員の銀行借入金に対し保証してい

ます。

201百万円

３ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行５行と貸出コ

ミットメント契約を締結しておりま

す。

当中間期末における貸出コミットメン

トに係る借入未実行残高等は次のとお

りであります。

貸出コミットメン
トの総額

5,000百万円

借入実行残高 ― 百万円

差引額 5,000百万円

３ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行５行と貸出コ

ミットメント契約を締結しておりま

す。

当中間期末における貸出コミットメン

トに係る借入未実行残高等は次のとお

りであります。

貸出コミットメン
トの総額

5,000百万円

借入実行残高 ― 百万円

差引額 5,000百万円

３ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行５行と貸出コ

ミットメント契約を締結しておりま

す。

当期末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は次のとおりで

あります。

貸出コミットメン
トの総額

5,000百万円

借入実行残高 ― 百万円

差引額 5,000百万円

４ ※2 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動資産「その他」

に含めて表示しています。

４        同左 ４     ―――――――

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ ※1 営業外収益「その他」のうち主要
なものは次のとおりであります。
受取配当金 83百万円

１ ※1 営業外収益「その他」のうち主要
なものは次のとおりであります。
受取配当金 88百万円

１ ※1 営業外収益「その他」のうち主要
なものは次のとおりであります。
受取配当金 100百万円

 

２ ※2 特別利益のうち主要なものは次の
とおりであります。
投資有価証券売却益 265百万円

２ ※2 特別利益のうち主要なものは次の
とおりであります。

固定資産処分益

 土地売却益 112百万円

投資有価証券売却益 375百万円

 

２ ※2 特別利益のうち主要なものは次の
とおりであります。
投資有価証券売却益 265百万円

３ ※3 特別損失のうち主要なものは次の
とおりであります。
減損損失 56百万円
役員退職給与金 59百万円

３ ※3 特別損失のうち主要なものは次の
とおりであります。
固定資産処分損
 建物除却損 67百万円

３ ※3 特別損失のうち主要なものは次の
とおりであります。

減損損失 56百万円

役員退職給与金 59百万円

 

４ 当社の完成工事高は、通常の営業形態
として、事業年度の上半期の完成工事
高と下半期の完成工事高との間に著し
い相違があります。当中間会計期間末
に至る１年間の完成工事高は、次のと
おりです。
前事業年度の下半
期の完成工事高

55,713百万円

当中間期の 
完成工事高

29,412百万円

計 85,125百万円
 

４ 当社の完成工事高は、通常の営業形態
として、事業年度の上半期の完成工事
高と下半期の完成工事高との間に著し
い相違があります。当中間会計期間末
に至る１年間の完成工事高は、次のと
おりです。
前事業年度の下半
期の完成工事高

49,791百万円

当中間期の 
完成工事高

22,192百万円

計 71,984百万円

  当中間会計期間より売上高の表示区分
を変更しておりますが、上記の数値は
設備工事事業の完成工事高の数値のみ
によるものです。

４     ―――――――

５ 減価償却実施額

有形固定資産 71百万円

無形固定資産 72百万円

５ 減価償却実施額

有形固定資産 71百万円

無形固定資産 58百万円

５ 減価償却実施額

有形固定資産 147百万円

無形固定資産 129百万円



 
計 144百万円 計 129百万円 計 275百万円



 
  
(リース取引関係) 

  

   

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

６ ※4 減損損失

 当社は、以下の遊休資産について減損
損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失

山梨県南都留
郡山中湖村

遊休 
資産

土地 14百万円

群馬県吾妻郡
嬬恋村

遊休 
資産

土地 25百万円

茨城県つくば
市

遊休 
資産

土地 16百万円

当社は管理会計上の区分に基づきグル
ーピングを行い、遊休資産については
各不動産等をグルーピングの単位とし
ております。
上記の資産は、遊休状態にあり市場価
格の著しい下落が認められたため、
各々の帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額56百万円を減損損失
として特別損失に計上しております。
なお、当該資産の回収可能価額は正味
売却価額により測定しており、固定資
産税評価額等を参考として評価してお
ります。

６   ――――――――

 

６ ※4 減損損失

 当社は、以下の遊休資産について減損
損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失

山梨県南都留
郡山中湖村

遊休 
資産

土地 14百万円

群馬県吾妻郡
嬬恋村

遊休 
資産

土地 25百万円

茨城県つくば
市

遊休 
資産

土地 16百万円

当社は管理会計上の区分に基づきグル
ーピングを行い、遊休資産については
各不動産等をグルーピングの単位とし
ております。
上記の資産は、遊休状態にあり市場価
格の著しい下落が認められたため、
各々の帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額56百万円を減損損失
として特別損失に計上しております。
なお、当該資産の回収可能価額は正味
売却価額により測定しており、固定資
産税評価額等を参考として評価してお
ります。

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残
高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残
高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び期末残高相
当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

車両 
運搬具 
工具 
器具備品

140 94 46

合計 140 94 46
 

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

車両 
運搬具 
工具 
器具備品

92 50 41

合計 92 50 41

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

車両 
運搬具 
工具 
器具備品

95 53 42

合計 95 53 42

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 25百万円

１年超 22百万円

合計 48百万円

１年内 17百万円

１年超 26百万円

合計 43百万円

１年内 18百万円

１年超 26百万円

合計 44百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 19百万円

減価償却費相当額 17百万円

支払利息相当額 1百万円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払利息相当額 0百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 38百万円

減価償却費相当額 35百万円

支払利息相当額 2百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法
  リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており
ます。

 

④ 減価償却費相当額の算定方法
同左

④ 減価償却費相当額の算定方法
同左

⑤ 利息相当額の算定方法
  リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法について
は、利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法
同左 
 
 
 

(減損損失について)
リース資産に配分された減損損失は

ないため、項目等の記載は省略してお
ります。

⑤ 利息相当額の算定方法
同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるもの

はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益(△純損失)金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 494.90円 522.13円 544.73円

１株当たり中間(当期) 
純利益(△純損失)

△11.29円 △12.09円 17.13円

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式がなく、

中間純損失が計上されてい

るため記載しておりませ

ん。

同左 なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないた

め記載しておりません。 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益 
(△純損失)(百万円)

△380 △398 572

普通株式に係る中間(当期) 
純利益(△純損失)(百万円)

△380 △398 572

普通株式の 
期中平均株式数(千株)

33,675 32,964 33,448



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第76期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。

(2) 自己株券買付状況報告書 平成17年４月14日
平成17年５月13日
平成17年６月14日
平成17年７月14日
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２０日

株 式 会 社 朝 日 工 業 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社朝日工業社の平

成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、株

式会社朝日工業社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１６

年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 
  
追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、

当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 
  
会社と私ども両監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 慎 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 島 拓 也 

      

興 亜 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 岡 保 彦 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

株 式 会 社 朝 日 工 業 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社朝日工業社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社朝日工業社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

 （セグメント情報）【事業の種類別セグメント情報】（注）３に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間からセグメ

ント情報の事業区分を変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 慎 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 島 拓 也 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２０日

株 式 会 社 朝 日 工 業 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社朝日工業社の平

成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第７６期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社朝

日工業社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月

３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該

会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と私ども両監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 慎 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 島 拓 也 

      

興 亜 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 岡 保 彦 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

株 式 会 社 朝 日 工 業 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社朝日工業社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７７期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社朝日工業社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 慎 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 島 拓 也 
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